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主な適応策主な影響分野
気候変動に適応した品種・技術の情報収集及び周知
環境のモニタリングの継続や柵などの設置

品質の低下、⽣育不良、減収
⾙類のへい死、病⾍⿃獣被害の増加

農業・林業・⽔産業
（畜産業を含む）

⽔資源の重要性について周知、啓発
適切な⽔運⽤

無降⽔⽇の増加に伴う貯⽔量の減少
⽔温上昇と貯⽔量減少による⽔質悪化⽔環境・⽔資源

⽣物⽣息状況を調査によるモニタリングの継続
⾷害⽣物の駆除や、防⽌策の設置

海洋⽣物の⽣息域の変化、海藻の衰退
獣害による⽣態系へ影響⾃然⽣態系

クーリングシェルターの設置
感染症などの情報収集および周知

熱中症リスクの上昇
感染症リスクの上昇健康

ハザードマップの整備、公表および周知
森林整備の推進

台⾵や豪⾬、⾼潮による浸⽔・⼟砂災害
のリスクの上昇⾃然災害・沿岸域

漁業組合や観光協会と連携した海岸清掃
漁場環境の実態把握 観光地における暑熱対策

潮流変化の伴う漂着ごみによる景観悪化
特産物への被害、観光客の減少産業・経済活動

市⺠や観光客に対する適切な情報提供気象災害などによる交通⼿段の断裂国⺠⽣活・都市⽣活

適応気候変動影響と適応策の⽅向性
志摩市では、近年の気温上昇や豪⾬、海⽔温上昇により、健康被害、浸⽔・⼟砂災害、⾚潮や藻場の衰

退など、市⺠⽣活や産業に深刻な影響が⽣じています。今後、さらに広範な分野への影響が懸念されるため、
地域特性を踏まえた適応策を策定し、計画的に推進していきます。

個⼈でできる地球温暖化対策 【出典︓環境省リーフレットデコ活のすすめ】
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気候変動とその影響

2つの地球温暖化（気候変動）対策

地球温暖化対策は、「緩和」と
「適応」に分けられます。気候変動
を抑えるためには、緩和が最も重要
な対策ですが、温暖化の進⾏によ
る洪⽔などの脅威に対応するために
は適応は不可⽋です。

緩和と適応の両輪で取り組んで
いくことが重要です。

地球温暖化問題は、⼈類の⽣存基盤に関わる最も重要な課題であり、既に世界的影響が観測されています。本計
画は、温対法に基づき、国の計画に即して志摩市内の温室効果ガス排出量削減を⽬指すとともに、その取組を通じて
地域課題の解決、地域経済循環、および地⽅創⽣の実現に貢献することを⽬的とします。
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市内の温室効果ガスの排出状況

2030年度までに46％削減
（2013年度⽐）

実質排出量
201.0千t-CO₂

（森林吸収量 -17.6千t-CO₂含む）

2050年度までに実質ゼロ

（千t-CO₂）
将来の社会的動向を踏まえたCO₂排出量の削減の取組や導⼊割合を想定しました。
カーボンニュートラル達成には、省エネ対策を⼗分に実施しつつ、2050年度に向けて地域再エネ利⽤率を⾼めていくことを想定します。
2050年度に残る17.6千t-CO₂の排出量は森林吸収量を活⽤しオフセットします。

温室効果ガスの削減⽬標

中間⽬標

⻑期⽬標

再エネ導⼊⽬標（地域再エネ利⽤率）

省エネの取組による⽬標

2022年度再エネ導⼊実績はFIT設備によるもので、現在、市内の温室効果ガ
ス排出量削減には直接貢献していません。市内の削減⽬標達成のため、再エネの
地産地消を推進します。

景観や⾃然環境を踏まえ、既存のFIT電源の地域電⼒化や太陽光発電
の普及と新技術を含めたその他再エネ導⼊を⽬指します。

中間⽬標 ⻑期⽬標2030年度 3％ 2050年度 35％

2030年度対象項⽬

２％－住宅建物におけるZEB・ZEH普及率

５％市⺠・事業所EV・FCV導⼊率

5 地域市⺠デマンド型交通導⼊エリア

脱炭素社会を⽬指した⽅針と施策
施策⽅針

① 公共施設への太陽光＋蓄電池導⼊⽅針①

再エネの
地産地消

② 地元企業・住宅への建物系太陽光導⼊の促進

③ 市内の卒FIT電源の地域内利⽤

④ 市内の太陽光発電の適切な維持管理

⑤ 電動⾞（EV・FCVなど）の導⼊促進⽅針➁

省エネの推進 ⑥ 廃棄物の削減

⑦ 産業・業務・家庭における省エネの促進

⑧ 森林整備⽅針③
⾃然環境の保全

と
環境意識の醸成

⑨ ブルーカーボンの創出

⑩ 環境意識の醸成
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